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１. は じ め に
バブル経済が崩壊して十数年を経た今日なお, 日本経済に本格的な景気回
復の兆しは見えていない。この長期不況をめぐって多様な見解が流布するが,
戦後の高度成長を支えた日本的経済システムの行き詰まりに原因があるとす
る点で, 大方の見解は共通しており, 政府当局でさえそれを認めざるを得な
い現状にある。
ところで, 日本的経済システムの行き詰まりが長期不況の原因である以上,
その根幹に位置する大企業－大銀行の強蓄積構造を維持したまま長期不況か
らの脱出策を描いたところで, 所詮机上の空論の域を出ることはない。その
ことは90年代以降の政府の景気予測が誤りつづけていることに端的に示され
ている。にもかかわらず, なお大企業－大銀行本位の経済システムにしがみ
つく政府は, 大企業－大銀行本位の経済システムの生きる道をグローバル化
に見出そうとし, この道を担う大銀行の不良債権処理支援のために公的資金
を大量投入する方策を遮二無二推し進めてきた。
一方でアメリカン・スタンダードの強制に屈してグローバリゼーションを
受け入れ, 他方で大規模な公的資金の投入によって大手銀行の救済を図る政
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府の経済運営が, 日本経済の直面する長期不況からの脱出策としていかに愚
策であるかは, こうした大企業－大銀行本位の不況対策の対極で, 日本経済
の広大な基盤構造をなす中小企業－中小企業金融専門金融機関の連関が掘り
崩され, 中小・零細企業－中小企業金融専門金融機関によって支えられる地
域経済の崩壊・倒壊が深刻な規模にまで拡大している現状に, 何よりも良く
示されている。
国民経済の基盤構造の崩壊を引き起こして当然とするグローバル・スタン
ダード論ではなく, 国民経済の広大な基盤を構成する中小企業－中小企業金
融専門金融機関の再建・再生の方向に日本経済再生の展望を求める議論が,
いま大いに参照され, 研究の対象とされねばならない。
本書は, 中小企業－中小企業金融専門金融機関の再建・再生にこそ日本経
済の長期不況からの脱出と, 国民経済としての日本経済の持続可能な成長を
実現する道があるとする著者年来の主張を一書に纏めたものであり, その意
図において, 長期不況からの脱出を論じる数多の類書に抜きん出ている。本
書に込められた著者の意図が見事に実現していることは, 以下の紹介によっ
て明らかになるであろう。
２. 本書の構成について
はじめに, 本書の構成を紹介しておこう。本書は, 序章と終章を含む全10
章より成り, 全体が次のように編成されている。
序 章 本書の課題と方法
第一部 戦後日本における中小企業金融の展開
第１章 高度成長期の中小企業金融（１）
第２章 高度成長期の中小企業金融（２）
第３章 低成長経済への移行と中小企業金融
第４章 金融自由化の展開と中小企業金融
第５章 バブル経済と中小企業金融
第二部 21世紀おける中小企業金融
桃山学院大学経済経営論集 第45巻第４号136
第６章 バブル経済の崩壊と中小企業金融
第７章 金融ビッグバンと中小企業金融
第８章 金融のグローバル化と協同組織金融
終 章 望ましい金融システムの構築に向けて
本書のタイトルが『戦後日本の中小企業金融』であり, 構成に見られるよ
うに第１章から第７章まですべて「中小企業金融」という文言が入っている
から, 本書は戦後日本の中小企業に対する金融問題を限定的に扱っているの
だろうなどと考えて読むと, その予想はただちに外れることになる。
本書が中小企業金融を主題とすることは間違いないが, 単に中小企業金融
を限定的に扱っているわけはない。戦後日本における企業金融の全体構造を
常に意識し, だから, 大企業金融についても論じつつ, その上でそれとの関
係におかれた中小企業金融の側面を中心的に論ずる, これが本書の真の内容
である。
戦後日本の経済構造が広大な中小企業群と, その裾野の上にそびえる一握
りの大企業群によって構成される限り, 中小企業を論ずることはそうした構
造をもつ日本経済を全体として論ずるという性格を持たざるをえず, 中小企
業金融を論じようとすれば, 戦後日本の企業金融の構造を全体として論ずる
という性格を持たざるを得ないのは当然なのである。
これが, 相互前提関係にある二つの側面の一方を論ずる科学的に正しい方
法である。けれども, こうした研究の方法は必ずしも当然の方法とされてき
たわけではない。中小企業論は中小企業の側面だけを限定的に取り出し, 他
方, 大企業論は大企業の側面だけを限定的に取り出して論ずるというのが,
研究方法として一般的であったように思う。そうした研究は, やはり一面的
である。評者は, 自らの研究にも共通するこの一面性を, 本書によって自覚
させられた。
中小企業金融に焦点を当てながら, 問題を中小企業金融に閉じ込めず, 戦
後日本の企業金融構造全体の問題として論ずる著者の土俵の広さ, 問題を扱
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う著者の確かな観点が, 本書全体に貫かれているということでもある。本書
は, この点で, 多くの中小企業・中小企業金融研究に共通する弱点・欠陥・
一面性を免れおり, 戦後日本の企業金融の全体構造に位置付けた中小企業金
融論を構成することに成功していると考えられる。本書の最良の達成はまず
この点にある
このことをあらかじめ強調した上で, 以下に本書の内容を紹介する。
3. 内容の紹介
（１）序 章
序章で提示される本書の課題はこうである｡「戦後わが国に特有の中小企
業金融システムの具体的あり方について, その成立・展開過程を具体的に跡
付けながら, 21世紀における日本経済の持続的成長を保障する金融システム
のあり方を解明することにある｡」
では, なぜ中小企業金融システムなのか。戦後日本の「奇跡の復興・高度
成長」の要因とされる日本的経営の根幹には, 大企業－下請け中小企業とい
う産業連関の存在と中小企業の発展を支えた中小企業専門金融機関制度があ
る。こうした中小企業の位置を根拠に, 中小企業庁設置法（48年), 中小企
業基本法（63年）等の中小企業政策が展開され, 独特の, かつ「多彩な」中
小企業金融制度が定着してきたが, いま, この中小企業金融制度が大きな変
化に直面している。背景には, 高度成長を目標として形作られた「日本的経
営」が行き詰まり, 中小企業金融制度を含むシステム全体の組み換えが図ら
れ, さらに, 80年代以降の規制緩和政策の展開とその延長上での90年代以降
のグローバルな市場経済化のなかで, 金融機関の「同質化」政策が強化され,
産業・金融再編が促迫されてきたという事情がある。
こうした事態の行き着く先は, 中小企業の倒産と失業の放置であり, 中小
企業金融を担ってきた中小企業専門金融機関の整理・淘汰の加速であり, 座
視できないほどの地域経済の疲弊である。
中小企業および中小企業によって支えられる地域経済・地域金融システム
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再生こそ, 21世紀の日本経済再生のために解明されるべき「決定的に重要な
問題のひとつ」とする著者にとって, こうした現状は危機的であり, この危
機意識こそ本書に一貫する著者の問題意識の背景にほかならない。
（２）第１章
第Ⅰ部は第１章～第５章からなっており, 全体として「日本的経営のあり
方に対応した日本的金融システム」の展開が跡付けられている。
第１章と第２章で, 高度成長期における中小企業金融が分析されるが, ま
ず第１章で, 戦後日本の金融制度が専門金融機関制度として再編される経緯
が詳細に跡付けられ, この専門金融機関制度が,「大企業部門に対して集中
的に資金を投入し, その結果として中小企業部門に対して相対的に資金供給
が制限されるような金融機構」すなわち「融資集中機構」を成立させてゆく
経緯が分析される（第１節)。
次いで, 融資集中機構のもとで, 貸出市場は日銀－都銀－大企業という主
力分野と, その他の補完分野に区分けされ, この区分が実体経済の二重構造
を反映した金融の二重構造を成立させるものであったことがあきらかにされ
る（第２節)。
金利規制, 業務分野規制, (さらには内外市場分断規制）が一体となった
戦後金融制度の枠組みは, 融資集中機構のもとで大企業によって主導される
高度成長に大きく寄与したのであり, 高度成長が続く限りこの構造も維持さ
れ, 専門的金融機関制度, 融資集中機構のもとでの棲み分け構造も維持され
ることになったと著者は見る。
ところで, 高度成長期, 人為的低金利のもとでの信用割当によって大企業
への集中的資金配分が行われた結果, 都銀のオーバー論が引き起こされるに
および, いわゆる金融正常化論が登場してくる。けれども, 金融正常化論が
金融の二重構造を意識し, そのかぎりでは戦後の金融制度に内包される問題
点を含意していたが, その是正となると, 大手銀行の抵抗もあり, 結果とし
て融資集中機構は追認され, むしろ行政は重心を開放体制への移行と金融シ
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ステムの対応の問題に移していった（第３節)。
かくして, 66年金融効率化行政がスタートしたが, それは日本経済の成長
パターンの変化と経済の国際化に対応すべく適正な競争原理を導入し, 金利
機能を活用した資金配分に資する金融制度に転換することを意図したもので
あった。
この金融効率化行政の展開過程を著者は次のように総括している。60年代
後半の金融効率化行政の基底には, 金融の二重構造, 貸し手の二重構造が資
金配分の効率性を阻害することになるのではないかという認識があったが,
全体としては規制体制の枠内での効率化を意図したものであった。そして,
今日改めて注目すべきは, 当時の金融効率化行政を答申した金融制度調査会
答申において,「金融機関の効率化は, 本来その公共性の基盤の上において
行われるべきである」という見解が表明されていたことである（第４節)。
（３）第２章
第２章は第１章につづいて, 高度成長期の中小企業金融を分析の対象とし
ているが, とりわけ戦後日本の資金配分方式であった「窓口指導」に焦点を
当て, その分析をつうじて高度成長期における「信用秩序」のあり方が検さ
れている。
著者によれば, 戦後日本の専門的金融機関制度について, 高度成長の達成
に寄与したという評価とともに, 規制によって市場原理の発揮が妨げられ,
非効率な中小金融機関を保護する護送船団行政を象徴する制度であったとい
う評価が通説として共有されている。こうした議論は, 日本経済が低成長に
移行するのに伴って勢いを増し, 1980年代以降の金融自由化促進論の当然の
前提とされ, 今日では, 護送船団行政批判論がオーバーバンキング論とも結
びつき,「非効率な」中小金融機関の再編・淘汰を当然視する護送船団行政
「脱却論」として主張されるようになっている（第１節)。
著者が, 窓口指導の分析をつうじて, 高度成長期の信用秩序のあり方を検
討するのは, 護送船団行政論に対するこうした認識を背景としている。
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さて, その窓口指導であるが, それは言うまでもなく, 公定歩合操作・公
開市場操作・預金準備率操作などが市中銀行の与信量を間接的にコントロー
ルする手段であるのに対して, 市中銀行の与信量を直接的に規制する手段で
ある。それは53～54年の引き締め期に自然に始まり, 57年以降引き締め政策
の有力な手段となったものである
著者によれば, 引き締め手段の重心が高率適用制度から窓口指導に移った
ことには重要な意味が含まれていた。公定歩合が資金配分の制限調節機能を
放棄し,「最初の貸し手」として追加的信用供給の役割を鮮明にしたとき,
いわゆる人為的低金利政策の展開のもとで, 銀行の与信量を直接規制する
「窓口指導」が資金配分の調節制限機能を担う中心的手段としての位置を与
えられることになったからである（第２節)。
窓口指導の効果について, とりわけその資金配分に及ぼすマクロ経済的影
響について, 著者は対象金融機関である都銀の大企業向け貸し出しの抑制と
してではなく, 非対象金融機関であるその他銀行の中小企業向け貸出の圧縮
という差別的資金配分をもたらすことになったことを強調している。中小企
業向け貸出は, 一方で都銀による中小企業向け貸し出しのクッション的利用
によって, 他方で, 中小企業金融専門金融機関のコールローン運用の増大に
よって, 二重に圧縮されたというのである（第３節)。
こうして, 窓口指導は金融政策が意図した効果を発揮したが, 都銀の大企
業向け貸出を抑制する効果を発揮したとはいえないし, 融資集中機構の基盤
を揺るがすことにもならなかった。そもそも, 護送船団行政のもとで, 当の
行政の対象とされていた資金配分体制とは, 主力としての都銀－大企業に資
金を集中する一方, 中小企業に対しては資金供給を制限する資金配分の「二
重構造」であり, 護送船団行政論に含意される金融行政が非効率金融機関を
温存することを意図して展開されたなどといった事態は存在していなかった
のである（第４節)。
窓口指導に関する以上の分析は, ただちに「護送船団行政」論に対する著
者の批判を論拠づけることになる。著者によれば, 護送船団行政とは, 都
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銀－大企業向け貸出市場, 中小企業金融専門金融機関－中小企業向け貸出市
場という貸出市場の分断＝｢金融の二重構造」の上に展開されてきたがゆえ
に, 収益の二重構造を固定化する体制であり, 都銀に超過利潤を保証する体
制であった。護送船団行政は効率的な都銀の利害にこそ合致していたのであ
る。だから, 都銀は外部からの参入によって既得権益を失う競争を回避する
という動機から, 護送船団行政を支持してきた。
逆に, 都銀のクッションとして利用される中小企業金融専門金融機関は,
その収益動向を都銀によって左右される不安定な構造になっていた。この事
情に照らすなら, 金融システムの効率性の発揮を阻害してきた過保護行政か
らの脱却という暗黙の想定のもとに, 護送船団という表現を戦後金融行政に
用いるのは適切ではない（第５節)。
高度成長期の金融の階層構造の分析に基づく結論であり, 傾聴すべき議論
であると思う。
（４）第３章
第３章では, 日本経済が低成長経済に移行し, 都銀等大手銀行の中小企業
向け貸出が急増するもとで勢いを増す中小企業金融専門機関「終焉論」の妥
当性が検討されている。
まずはじめに, 低成長経済への移行によって都銀経営が大きく影響され,
収益性の低下が顕著となった事情が取り上げられる。その要因は何よりも資
金調達・運用両面での大企業の銀行離れであり, それは都銀の収益基盤の根
幹を揺るがすものであった（第１節)。
大企業の銀行借入離れ→預金－貸出しを中心とする商業銀行業務を通じる
都銀と大企業の結合関係の弱体化は, 融資集中機構のもとで実現されていた
高度成長型超過利潤取得構造の崩壊を意味する。都銀は, 一方で国際業務の
ウェイトを高め, 他方で中小企業貸出しを強化したが, なによりも系列企業
集団内大企業との結合関係の再建強化に向け, 証券業務・信託業務への参入
要求を強めていった。そうすることが, 金融市場において都銀が支配的地位
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を維持するうえで決定的に重要だったからである。
それでは, 低成長経済のもとで,「借り手の二重構造」は解消したのか。
低成長下で, 中小企業の借入金依存度が上昇したが, これは「借り手の二重
構造」の解消を意味するのか。そうではない。大企業は低コストでの資金調
達と「所有力」に基づいて自ら「効率的な」資金運用を行って財務体質を強
化できたが, 中小企業は銀行借入金依存度をいっそう強め, 金融自由化の進
展に伴う借り入れコストの上昇を甘受せざるを得なかった。むしろ,「借り
手の二重構造」は拡大して現れてきた（第２節)。
ところで,「借り手の二重構造」が存続するということは, 中小企業金融
専門機関の存在意義は失われていないということであるが, 現実には, 中小
企業金融専門機関の経営基盤は狭隘化していった｡ それはなぜか。都銀の中
小企業向け貸出市場への参入が中小企業金融専門機関の経営基盤を掘り崩し
ていったからである。
都銀と中小企業金融専門機関の経営効率の格差は縮まっておらず, それが
互いの競争力の格差として現実の競争を規定しているのだから, 両者の格差
は維持され, さらに拡大してゆかざるをえない（第３節)。
それだけではない, 低成長経済への移行によって過剰貨幣資本（実体経済
に投資部面を見出せない資本）が膨張し, その衝動が金融自由化を推し進め
る根拠となったのだが, 金融自由化に対応する信用秩序のあり方の変化にか
かわるリスク管理システムが整備されないまま, 日本経済はバブルに突入す
ることになった。その結果, バブル崩壊後, より深刻な信用秩序維持問題に
直面することになったのである（第４節)。
（５）第４章
４章では, 1980年代以降に進展する金融自由化・規制緩和の基底に, 高度
成長から低成長への移行に伴う金融機関の収益構造の変化とそれに基づく金
融再編への動機が横たわっていること, そしてそれがいかにして金融システ
ム改革を促迫することになったのかが検討されている。
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著者によれば, 高度成長期, 都銀に超過利潤を保障した融資集中機構は,
低成長期に移行すると, 現実資本の過剰蓄積を背景とする大企業の銀行借り
入れ離れによって崩壊した。
大企業のこうした動向は都銀の側からすれば銀行資本の過剰であり, 都銀
はなによりも銀行資本の過剰解消という課題に直面する。都銀は過剰を解消
すべく, 他資本への転化, 過剰解消の負担転嫁をめぐって競争を激化させる
が, その核心には, 大企業との取引関係の再建・強化があるからである。
さて, 金融自由化・金融自由化行政が, 銀行資本の過剰に直面して収益基
盤の転換を求める都銀・大手金融機関の要求に対応することを直接の課題と
していたとすれば, それは同時に, 中小企業金融専門機関を対象とした非効
率金融機関の「退出」とそれに備える条件整備を図るものであったことは明
らかである。
こうした金融自由化行政の根底には, 80年代以降の低成長経済への移行と
いう日本経済の構造変化のもとで強調された民業の効率化論があるが, 低成
長下の金融自由化行政の推進は, 80年代後半のバブル経済への伏線を準備す
る過程でもあった。
このように, 著者は, 低成長下の金融制度の再編問題を, 銀行資本の過剰
を論拠に展開し, しかも銀行資本の過剰を, 現実資本の過剰とワンセットで
論じると言うきわめてオーソドックスな議論を展開している。金融自由化は,
高度成長期の超過利潤取得の構造を喪失した大手銀行が, 低成長下であらた
な収益機会を求めようとするところに根拠がある。既存市場における過剰解
消の負担転嫁をめぐる競争はもとより, 新市場への参入をめぐる競争も, 要
は銀行資本の過剰を解消するという大手銀行資本の論理を基底に持っている。
こうした大手銀行資本の要求に即して展開される金融自由化の残した問題
は大きく深刻である。バブル経済の膨張は必然の帰結であったと著者は述べ
ている。
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（６）第５章
第５章では, 80年代後半のバブル経済の暴走の論理, 金融機関, 銀行の公
共性放棄の論理が明らかにされる。
はじめにバブルの定義が与えられ, つづいて85年以降大企業を中心として
高度成長以来蓄積されてきた巨額の利潤が遊休化し, 他方巨額の貿易黒字が
発生し資金余剰経済が定着する条件下で超金融緩和政策が採用されたことに
より, バブルが現実化したことが示され (第１節), バブル膨張の過程で続
発した金融不祥事－それは「複合汚染」とも言うべきものであった－が, 政
官業一体となって助長されたことが明らかされる（第２節)。そのうえで,
バブル膨張を主導した大手銀行・都銀が, 別働隊としてのノンバンクを動員
して不健全な貸出を膨張させていった過程が暴かれ（第３節), 通貨・金融
行政当局の監督・審査責任が問われる（第４節)。
ついで著者は, 中小企業金融専門機関の中にもバブル経済の膨張に乗じて
収益の増大を図ろうとする金融機関は少なくなかったことを述べ, その背景
に, 金利自由化の進展に伴うコストの増嵩や都銀の中小企業向け貸出攻勢に
よって存立基盤が狭隘化していった事情があることを指摘している（第５節)。
最後に, 日本的バブルの特徴として, 第一に,「両建て取引」が行われた
結果, 債権・債務の両面がスパイラル的に肥大化していったこと, 第二に,
バブル経済が現実的投資と無関係に金融が肥大化したのではなく, バブルを
梃子として実体経済の活況が作り出される過程でもあったことが強調されて
いる。90年代以降の長期不況の根底に, バブル期の過大な設備投資があった
と言うことである（第６節)。
（７）第６章
以上のⅠ部の分析につづいて, 第Ⅱ部（第６章～終章）では, 日本的金融
システムの行き詰まりが露呈したもとでの金融システムの展開と今後の展望
について検討されている。
第６章では, バブル崩壊後の平成不況を「複合不況」と規定する宮崎義一
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氏の見解を肯定的に継承し, 不況対策として求められるのは不良債権処理を
つうじる金融システムの機能回復であり, 従来型の公定歩合の引き下げや財
政支出の拡大ではないということが強調されている（第１節)。
その上で, バブル経済崩壊後の金融機関破綻処理プロセスを金融行政の展
開過程と合わせて概観し, 金融システム不安が引き起こされたのはなぜか,
金融システム不安が醸成され蓄積されるプロセスが究明されてゆく（第２節)。
著者によれば, 破綻金融機関の処理過程で, 金融システム不安を招いた行
政の責任者, 経営の責任者の責任は不問に付され, 国民犠牲による中小金融
機関の整理と巨大銀行の救済だけが露骨に進められてきた（第３節)。
著者は, こうした金融システム不安対策の過程で, 金融の階層性がさらに
強化され, 中小・零細企業金融のおかれる深刻な実態を暴き出している。一
方に, 有利な投資先を見出せない貸し手, すなわち「貨幣資本の過剰」が,
他方に, 所要資金を調達できない借り手, すなわち「返済能力の不足」とい
う事態が並存する。これが中小・零細企業金融の実態である（第４節)。
金融の階層性が強化され, 中小企業金融専門金融機関の地位が後退すれば,
中小・零細企業における金融問題が深刻化し, それはただちに地域経済に深
刻な影響を及ぼすことになる（第５節)。
だが, 金融の階層性が強まっている状況下では, 利潤原理では満たされな
いが, 社会的に必要とされる金融ニーズに応えるためにこそ, 地域金融機関
に対する支援が求められるのである｡ 北海道拓殖銀行の破綻と, それが北海
道の地域経済に与えた深刻な影響はそのことを教訓として教えている。
（８）第７章
第７章では, 行政の対応としての金融ビッグバンが持続的成長の基盤をさ
らに掘り崩すものであり, そのことが90年代初頭のバブル崩壊以降, なお長
期不況からの脱出を阻んでいることが示される。
著者はまず, 金融ビッグバンの背景にあるグローバル化について次のよう
に述べている。90年代以降, グローバル化が進展し, 世界経済が資本の論理
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によって貫徹されようとしている。グローバル競争の本性は, あらゆる規制
を「嫌悪」し, 徹底的な自由化を要求する金融の世界においてもっとも純粋
に現れている。そのことはヘッジファンドの跳梁に象徴的である。グローバ
ル化が問題になるのは, それが, 持続的成長の基盤をほり崩す危険性を高め
ているからである（第１節)。
ついで, ビッグバンにいたる金融自由化プロセスが簡単に跡付けられ, 金
融ビッグバンが, 橋本内閣の打ち出した「６大改革｣ それは日本的経営の
行き詰まりに対応する危機対応策であり, 日本の経済システムの再建方策で
ある の一環として位置づけられることになった経緯が明かされ（第２節),
つづいて,「フリー・フェア・グローバル」の金融市場を実現するとする金
融ビッグバン構想のねらいが明らかにされる。著者によれば, ビッグバンの
最大の狙いはグローバル競争力の回復にある。それは, 非効率な金融機関も
温存してきた戦後の護送船団行政から脱却し, 競争力に劣る弱小金融機関を
積極的に市場から退出させることを意味していた。根底には, 金融システム
不安の原因は, 競争激化のなかで中小金融機関の経営の不安定化によっても
たらされたという, 政府・財界の認識があったのである（第３節)。
それでは, ビッグバン構想のねらいは実現したのか。何よりも明らかなの
は, ビッグバンのもとで日本の金融市場はカジノ資本主義に巻き込まれるこ
とになったことである。世界貿易に必要な資金の百倍の投機資金が金融市場
を駆け巡る投機的な資金移動によって, 逆に生産条件が規定されるようにな
り, 生産条件のいっそうの不安定化, 日本経済の空洞化を加速する危険が高
くなっている（第４節)。
ただ, 国民経済のレベルでの日本経済の空洞化問題にもかかわらず, 金融
ビッグバンを促迫する動因は, 国内の大手銀行・金融機関の側にあるグロー
バル化衝動であった（第５節)。
金融ビッグバンのスタート後, 国内の大手銀行・金融機関をほぼすべて巻
き込むメガ再編が進捗したが, それは日本経済にいかなる影響を及ぼすこと
になるのであろうか。この点に関わって著者は, 大企業－大手銀行の金融的
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結合を象徴する日本型企業集団への影響について論じている。そのなかで,
日本的経営の行き詰まりによって, その中心的な担い手であった日本型企業
集団の諸側面のメリット, とりわけメインバンクシステムによる安定的資金
調達と株式相互持合いを軸とした系列取引のいくつかが, グローバル競争の
もとでデメリットに転化したことは否定しがたいと述べているが, この観点
は, 企業集団を論ずる基本的な観点として評者と重なっている。評者もまた,
企業集団の一体性・有機的統一性の側面を強調する議論を批判し, それが
「基本的な利害の一致」するかぎりでの大企業と大銀行の結合にすぎないと
いう観点を強調してきたが, それはここでの著者の見地とほぼ同一のものと
考えられる。
いずれにしろ, 金融ビッグバン後の大企業・大銀行の再編は生き残り競争
として展開され, 政府はこの再編を全面的にサポートしているが, 再編によ
って切り捨てられる中小企業・零細企業については, それらを救済する政策
的対応そのものをすでに放棄していると述べている（第６節)。
そして著者は, ビッグバンによって引き起こされた最大の問題は, 国内経
済の持続的成長の基盤が掘り崩されてきたことであり, 地域金融機関の整理
・淘汰が加速されるなら, 日本経済の裾野を支える中小企業に対する資金供
給が減退し, 地域経済の疲弊が急速に進展することになると警告する。かく
して, 80年代初頭以降の金融自由化の総仕上げとしての金融ビッグバンが,
アメリカン・スタンダードへの追随であり, 国際的には途上国, 国内的には
国民と中小・零細企業に対する負担転嫁を強化するものであり, 持続的成長
を保証するものではないということになる（第７節)。
（９）第８章
それでは, 政府の金融ビッグバン構想に対置されるべき金融システム改革
とはいかなるものか。第８章では, このことが検討されている。そこでは,
地域・中小企業金融の充実こそ日本経済の持続的成長を保障するという視点
から, 協同組織形態をとる中小企業金融専門機関の存在意義について検討さ
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れている。協同組合が「自由かつ公正な市場」の担い手として, 言い換える
なら, 協同組合が将来の企業形態として発展する可能性について論じられて
いる。
著者の結論はこうである。バブル崩壊後の不況の長期化によって, 地域経
済を支えてきた中小商工業の衰退が深刻化しているが, 地域の中小商工業に
対する資金供給の役割を都銀等の大手金融機関にゆだねることはできない｡
「地域で集めた資金」が「地域に還元される」保証がないからである。そう
ではなく, 地域金融機関の中でも中小企業金融専門機関にこそ, その役割が
期待される。その際, 中小企業金融専門機関はどのような方向でその役割を
発揮すべきか。言うまでもなく, ビッグバン後の展開過程で, ますます金融
的に不利な条件におかれてきた中小・零細企業を対象とする専門金融機関と
して,「公正な市場」という競争秩序を高めることこそ, 求められている役
割であろう。顧客密着・地域密着といった「協同の利益」の発揮こそ, 銀行
本来の役割にほかならないのであって, それは, 大手銀行がグローバル競争
のもとで放棄することを余儀なくされているものにほかならない。そして,
それこそ協同組織金融機関が,「優位性」を発揮しうる分野なのである。
（10）終 章
終章は, バブル崩壊後の長期不況の意味を問い（第１節), アメリカン・
スタンダードに追随する小泉構造改革の本質を暴き（第２節), 大手銀行が
本来の社会的な使命を放棄する実態に言及し（第３節), 金融システム再建
のあるべき方向について言及し（第４節), 地域金融システム再建の方向に
触れる（第５節）など, それ自体, バブル崩壊後の日本経済論・金融システ
ム論としてのまとまりをもった一章をなしている。紙幅の制約もあるので,
ここでは, 第６節についてだけ触れておきたい｡「グローバル・スタンダー
ド｣＝｢地域スタンダード」の確立をと題される第６節は, 本章の最後の節で
あり, 文字通り, 本書の最後の節である。
著者は, 本書全体をつうじて戦後日本の中小企業金融の構造と歴史, とり
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わけバブル崩壊後のアメリカン・スタンダードが世界を席巻するもとでの金
融システムを分析したが, その成果に基づき, 21世紀に持続的成長を保証す
るシステム, スタンダードとは何かを真摯に問いかけている。
著者の到達した結論はこうである。アメリカン・スタンダードの貫徹によ
って, 国際的にも, 国内的にも,「地域」経済が深刻な被害をこうむった。
地域経済の再建こそ, 今日第一義的課題である。それはすなわち地域スタン
ダードの確立ということでもある。
グローバル時代とは,「地域」間の問題がグローバルな問題と緊密に関わ
りあう時代であり, 地域スタンダードを確立することは, グローバル・スタ
ンダードとなんら対立するものではなく, 整合的でさえある。
以上, グローバル化の時代において「地域スタンダード」を確立し, それ
を支える「地域金融システム」を再建することが重要であり, そこに日本経
済の持続的成長を支える条件があることを論じて本書の結びとしている。
４. 本書の提起する理論問題
（１）本書の実証的な達成
以上, やや詳細に, 本書の内容を紹介した。そこで明らかになるのは, な
によりもまず本書が, 戦後日本の中小企業金融システムの成立・展開・現状
を分析した「実証」の書であり, その実証上の成果によって本書が構成され
ているということである。
実証上の成果は多岐にわたるが, なかでも強調すべきは, 戦後金融市場の
階層構造分析につけ加えられた著者の貢献についてである。
著者は, 高度成長期の融資集中機構に関する川口弘氏ら先学の研究成果を
継承したうえで, 融資集中機構として現れた金融市場の階層構造が, その後
の低成長期・バブル期・バブル崩壊後の長期不況期になお保持されているこ
とを, 文字通り事実の分析により事実をして語らしめている。高度成長期以
後にも, 金融の階層構造が厳然として保持されていることを析出し, その構
造ゆえに噴出する金融システムの不安定化と, 行政の弥縫的対応の限界を指
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摘する著者の見解は, 戦後日本の金融の階層構造分析に付け加えられた貴重
な貢献と言ってよい。
実証分析に関って, 本書の優れた達成としてもう一点付け加えておくべき
は, 著者が実証の成果に基づいて展開する, 観念的な議論やイデオロギー臭
の漂う議論に対する批判の的確さということについてである。三輪芳朗氏の
見解に対する批判はその一つである。
著者は三輪氏による融資集中機構批判の論拠に及んで三輪説の観念論的誤
りを批判している。著者は, 川口氏らが高度成長期の金融市場分析によって
導出した融資集中機構や金融の二重構造という結論が, 事実の分析によって
得られた結論であることを強調したうえで, 三輪氏はこれを批判するのに,
同じ事実を分析して得られる他の異なる結論を提示するわけでもなく, 異な
る事実の分析によって得られる他の結論を対置するわけでもなく, ただ,
「市場メカニズム」モデルという観念的基準に拠りかかって, 融資集中機構
など「あり得ない」とするだけの議論を展開しているとして, その観念論的
性格を厳しく批判している。著者の批判は抑制が効いており, それだけに却
って, 厳しい批判となっている,
他の論者の見解に対する批判として, もう一つある。護送船団行政論やそ
れとセットをなす護送船団行政脱却論に対する批判であり, それは護送船団
行政に対する通説的な理解を転倒させるものとなっている。
著者は, 護送船団行政論ならびに護送船団行政脱却論は, 戦後金融システ
ムの「二週構造」を看過し, 中小企業金融専門金融機関の犠牲において大銀
行＝都銀が超過利潤を獲得する関係を看過するという点で, 戦後の金融シス
テムをとらえる用語としては全く不適切だということを協調してる。
著者による護送船団行政論批判は, 戦後金融システムの実態分析によって
明らかにされた重要な理論的貢献である。それは, 実証に耐え得ない議論の
空虚さを反証し, 逆に, 理論は事実による検証によって内包を充実させると
いう当然の営みを改めて教えているように思う。
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（２）本書の提起する理論問題
ところで, 優れた実証の書は同時に優れた理論の書でもある。分析と総合
が見事であるほど, それを達成した媒介（理論）は意識されることがないと
いう一事によって, そのことは明らかである。本書もまたその例にもれない。
本書に示される実証の成果を媒介する理論的な枠組み, あるいは直接言及さ
れる理論問題は実に多岐にわたっている。著者の武器庫の豊かさを思わせる。
そこで最後に, 本書が直接に言及し, また間接に指示しているいくつかの
理論問題のなかから, 評者の関心に照らして, 重要と考えられる問題を, ま
とめてとりあげて評論することにする。
第一は, 金融市場の階層構造という問題である。著者は戦後日本の中小企
業金融を直接の対象としながら, 一貫して戦後日本における金融市場の階層
構造分析を貫いている。金融市場における寡占構造ないし独占構造の問題で
あり, 独占的銀行・金融資本支配の問題である。
発達した資本主義, 戦後の日本資本主義を含む現代資本主義は独占段階の
資本主義であり, 基幹部門はもとより大部分の産業諸分野と銀行・金融の諸
分野に独占体制が確立している資本主義である。
基幹部門はもとよりほとんどの産業分野には, 文字通り一握りの少数大企
業群が支配的地位を占めて聳え立ち, 圧倒的多数の中堅・中小企業群との間
に支配＝強制の関係を保持している。
銀行・金融諸分野においても同様の構造が確立している。一握りの少数大
銀行・金融機関が当該分野の支配的地位を占め, 圧倒的多数のその他中小銀
行・金融機関との間に支配＝強制の関係を保持している。
戦後日本経済の構造問題とされてきた「二重構造｣, すなわち「産業の二
重構造」や「金融の二重構造」は, 戦後日本資本主義に固有の独占体制を市
場の構造問題として捉えたものにほかならない。
産業分野に大企業・中小企業の階層的な構造が確立し, それとパラレルに
銀行・金融諸分野に大銀行・大金融機関と中小銀行・金融機関の階層的な構
造が確立しており, 企業金融（とりわけ資金調達＝融資）における企業と銀
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行の関係にも階層的な構造が形成され, 長期にわたってその構造が保持され
てきた。大企業金融には大銀行・大金融機関が対応し, 中小企業金融には中
小銀行・金融機関が対応するという構造である。
この構造の解明なくして, 固有の中小企業金融システムの解明などありえ
ないというのが著者の理論的立場であり, 評者はこの点で著者と全く共通す
る。
第二は, バブル崩壊後の蓄積構造の変容という問題である。これは本書の
直接のテーマを超えた問題であるが, 中小企業問題や中小企業金融システム
の問題が, つまるところ, 当該問題と表裏をなすとする著者は, 本書でたび
たびこの蓄積構造の転換に言及している。
著者の認識はこうである。バブルの崩壊後に「自律的」の景気回復が現出
せず, 90年代以降の長期不況が継続する第一の原因は, 80年代後半のバブル
期になされた生産資本の過剰蓄積にある。80年代後半になされた重化学工業
諸分野での更新投資・新設投資・能力増強投資は, 一般に理解されている以
上に大規模であり, 90年代以降に設備投資の波が起こってこない最大の理由
がここにある。
だが, それだけではない。バブル期に進展した円高, 90年代に入って現実
化した国際競争の激化といった条件のもとで, 日本企業（産業資本）の国際
化・多国籍化が飛躍的に進展し, 生産能力の海外移転が一挙に進んだという
現実がある。重化学工業分野はもとよりＩＴに象徴される最先端技術分野に
至るまで, グローバル競争に促迫される海外進出が顕著に進み, それが, 日
本経済の国民経済的再生産構造の機能不全を作り出している可能性がある。
このことが, 基幹部門における設備投資が技術的に連関する産業諸分野での
波及的な設備投資を惹起する起動力を喪失し, 設備投資需要に牽引される景
気回復の現実化を困難にしていると考えられる。
蓄積構造の転換に関する著者のこうした認識に, 評者は基本的に同意する。
ただ, こうした蓄積構造の変容が,「金融の二重構造」にいかなる影響を及
ぼすことになるのか, バブル崩壊後の中小企業金融の問題として, もう少し
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詳細に論じて欲しかった点である。
第三は, 過剰蓄積・過剰資本の問題である。重化学工業的産業基盤に立脚
し,「世界の工場｣・｢生産基地」として「集中豪雨的」輸出に明け暮れてい
た時代の過剰蓄積・過剰資本問題と,「産業の空洞化」が現実化するほどの
海外生産の本格化とその対極での「世界の消費基地」に転化しつつある時代
の過剰蓄積・過剰資本問題はどのように異なっているのか。そもそも両者は
異なる問題なのかという問題でもある。
高度成長期～80年代, 日本は「世界の生産基地」とまで称され, 圧倒的な
国際競争力によって世界の市場を席巻した。ドル経済圏への依存の枠組みの
もとで再建された戦後日本経済は, 最新鋭の重化学工業に基礎を置く高成長
を実現したが, 国内市場の需要を超過する生産については, 輸出とりわけア
メリカ市場への輸出によってこれを解決してきた。
この段階で過剰蓄積問題はどのように発現していたのか。設備過剰すなわ
ち生産資本の過剰問題は, 高成長＝強蓄積の当然の帰結であり, 過剰の解消
は高度成長期にもたえず直面したテーマであった。その際, 生産資本の過剰
→過剰生産＝商品資本の過剰→国内市場の限界→輸出による強行突破という
のが, 過剰問題を解決する典型的なパターンであった。
輸出市場としてのアメリカ経済への依存を前提として組み立てられた戦後
日本の経済システムは, 過剰蓄積に直面すると商品資本の対米輸出を強行す
ることによって過剰問題を解消し続けたのである。その帰結が貿易摩擦問題
であった。
貿易摩擦問題に対応すべく, 商品資本の輸出に代わる生産資本の輸出が大
きな位置を占めるようになると, 過剰蓄積・過剰資本の発現形態, したがっ
てまたその解消の形態も大きく転換した。
国内市場を大前提とする国内での生産設備の増強をめぐる競争に代わり,
国内市場向け生産基地を海外に設置する競争が本格化し, 世界市場を対象と
する海外生産基地の設置競争さえ本格化しつつある。
日本市場がアメリカ市場に次ぐ規模をもつかぎり, 国内市場を全面的に撤
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退するといった投資戦略は一般化しない。けれども, かつてのように国内市
場を小数の大企業が分け合うことをめぐって設備投資競争に明け暮れるとい
う蓄積のパターンは支配的なものではなくなっている。
評者は, ここまでの著者の認識に異論はない。ここで著者に問いたいのは,
国内での設備投資競争ではなく, 海外に生産基地を設置し, その能力を拡大
することによって国内市場を含む世界市場を対象とする競争, すなわちグロ
ーバル競争が本格化するとき, こうした段階での過剰蓄積問題は, 国内的に
はどのように発現することになるのかということである。
生産能力の海外移転が進められるかぎり, 国内市場の限界に直面して発現
する過剰蓄積問題・過剰生産資本の蓄積問題はかつてのような形態では発現
しないのではないか。というより, 国内市場の限界に直面して過剰蓄積が現
実化する可能性に対し, 予め, 生産資本の輸出によって過剰生産が発現する
ことを予防的に解消する形態, これが生産能力の海外移転ということではな
いのか。
生産資本の海外移転とは, だから, 各国の支配的資本が, 各国の国内市場
に固有の限界に直面して発現する過剰生産問題に対応すべく, 予防的に発動
する過剰蓄積の解消形態に他ならないということではないのか。過剰資本・
過剰蓄積の解消形態の問題という側面からは, このように見ることも出来る
のではないかと評者は考えているのだが, この点について, 他日, 著者の見
解が開陳されることを期待したい。いずれにしろ, 著者の提示する過剰蓄積
・過剰資本の蓄積問題が, 現代経済学の直面する最重要の理論問題の一つで
あることは疑いない。
第四は, オーバーバンキング論をどのように考えるかという問題である。
著者によれば, オーバーバンキング論が一定の影響力をもって論じられ, し
かも論ずる人々の間で, オーバーバンキングについて共通の定義・理解が前
提されているようには見えない。そうであるだけになお, オーバーバンキン
グについて理論的な解明をしておくことが重要であると著者は考える。
全体として, 著者は, 低成長経済への以降後に生じている金融制度の変革
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過程, その過程で激化する銀行間の競争, 全過程を主導する都銀の主導的な
役割等々について, 銀行資本の過剰蓄積とその過剰解消の形態の問題として
論じている。そのなかで, 都銀による過剰処理の方法と位置付けを二つの領
域に区別して論じている点は著者の新しい知見を示すものである。
第一は, 商業銀行資本の他資本への「転用」としてとらえられる過剰処理
の方法であり, 証券業務や信託業務への参入要求の根拠である。都銀にとっ
ては, 証券形態・信託形態での取引を活発化させた大企業との取引をいかに
して再建するのかが課題であり, 当該業務に進出することによって大企業と
の取引関係を再建・保持し, 同時に過剰な銀行資本を解消する方法として重
要な意味をもったと著者は言う。
第二は, 商業銀行資本の過剰を, 他の商業銀行資本に負担転嫁して解消す
るという問題である。これは, それ自体としては, 商業銀行資本の過剰を解
消するわけではなく, 過剰の処理に伴う負担転化をめぐる競争激化の結果と
して弱小銀行の整理・淘汰を引き起こすというものである。
低成長に移行後の金融市場に固有の現象を, 実体経済の蓄積様式の変化を
根底に, それと対応して生じる銀行資本の過剰問題として処理する著者の議
論は説得的である。
もちろん, 著者のオーバーバンキング論は以上にとどまっているわけでは
ない。著者によれば, オーバーバンキングとは, 端的には「バンキング」
(銀行業務・商業銀行業務）の「過剰」ということであるが, その意味する
ことは, 必ずしも一様ではない。銀行（商業銀行）の数が過剰である, 銀行
の提供する業務（商業銀行業務）が過剰である, 銀行（商業銀行）が提供す
る業務（商業銀行業務）のなかでも貸付（融資）業務が過剰である, 銀行が
提供（販売）する商品（貨幣資本）が過剰である, 等々, 論じる人によって
重点・焦点の置き方は微妙に異なっている。
いずれにしろ, 銀行資本の特殊性は,「貨幣」という「商品」を（預金通
貨として）生産（創造）し, それを販売する（貸し出す）ことをつうじて,
この業務に投資された資本の自己増殖を図る点にあるのだから, オーバーバ
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ンキングの問題は, 銀行資本のこの規定に即して検討されねばならない。
著者の見解が積極的に展開されているわけではないが，評者としては，こ
の問題で著者の見解が展開されることを強く期待しておきたい。
以上，本書の紹介と若干の問題提起を行った。戦後日本の中小企業金融研
究はもとより，企業金融の研究分野で前提されるべき，もう一つの研究成果
を共有することになったことは疑いない。
（すずき・けん／経済学部教授／2004年２月２日受理)
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